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(57)【要約】
　照明器具を示しており、説明する。１つの態様におい
ては、照明器具は、光源と、プレートと、型枠とを含む
。光源は、光源と熱的に連通する１つまたは複数の照明
エレメントを含むことが可能である。プレートは、プレ
ートと光源との間の熱的な連通の箇所から外向きに延在
する消散部分を有することが可能である。型枠は、光源
を少なくとも部分的に囲むことが可能であり、また、そ
れと熱的に連通することが可能である。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１つまたは複数の照明エレメントを含み、前記１つまたは複数の照明エレメントと熱的
に連通する光源と、
　前記光源と熱的に連通するプレートであって、前記プレートと前記光源との間の熱的な
連通の箇所から外向きに延在する消散部分を有する、プレートと、
　前記光源を少なくとも部分的に囲み、前記プレートまたは前記光源のうちの１つと熱的
に連通し、実質的に前記プレート内に嵌合する外周を有する、型枠と
を備える、照明器具。
【請求項２】
　前記１つまたは複数の照明エレメントは、発光ダイオードを備える、請求項１に記載の
照明器具。
【請求項３】
　前記プレートの一部分と連通する筐体をさらに備え、前記筐体は、前記プレートおよび
前記光源を収容する容積をもたらす、請求項１に記載の照明器具。
【請求項４】
　前記プレートおよび型枠は、シートメタルから構成されている、請求項１に記載の照明
器具。
【請求項５】
　前記プレートは、直接、前記光源の表面と接触している、請求項１に記載の照明器具。
【請求項６】
　前記１つまたは複数の照明エレメントは、プリント回路基板上に取り付けられている、
請求項１に記載の照明器具。
【請求項７】
　前記光源の少なくとも一部分をカバーするレンズをさらに備える、請求項１に記載の照
明器具。
【請求項８】
　１つまたは複数の照明エレメントを含み、前記１つまたは複数の照明エレメントと熱的
に連通する、光源と、
　最外周を画定する消散部分を有するプレートと、
　前記光源を少なくとも部分的に囲み、前記プレートまたは前記光源のうちの１つと熱的
に連通し、実質的に前記最外周内に外周を有する、型枠と
を備え、
　前記消散部分は、前記型枠との熱的な連通の箇所から離れて延在する、
照明器具。
【請求項９】
　前記型枠との熱的な連通の前記箇所は、前記光源を介して生じ、前記型枠は、直接、前
記プレートと接触していない、請求項８に記載の照明器具。
【請求項１０】
　前記１つまたは複数の照明エレメントは、発光ダイオードを備える、請求項８に記載の
照明器具。
【請求項１１】
　前記プレートの一部分と連通し、前記プレートおよび前記光源を収容する容積をもたら
す、筐体をさらに備える、請求項８に記載の照明器具。
【請求項１２】
　前記プレートおよび型枠は、シートメタルから構成されている、請求項８に記載の照明
器具。
【請求項１３】
　前記プレートは、直接、前記光源の表面と接触している、請求項８に記載の照明器具。
【請求項１４】
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　前記１つまたは複数の照明エレメントは、プリント回路基板上に取り付けられている、
請求項８に記載の照明器具。
【請求項１５】
　前記光源の少なくとも一部分をカバーするレンズをさらに備える、請求項８に記載の照
明器具。
【請求項１６】
　１つまたは複数の照明エレメントを含み、前記１つまたは複数の照明エレメントと熱的
に連通する光源と、
　前記光源と熱的に連通するプレートと、
　前記光源を少なくとも部分的に囲み、前記プレートまたは前記光源のうちの１つと熱的
に連通する型枠と、
　前記プレート、型枠、または光源のうちの１つと熱的に連通し、前記プレート、型枠、
または光源のうちの前記１つから離れて延在する突出要素と
を備える、照明器具。
【請求項１７】
　前記突出要素は、前記プレートと一体である、請求項１６に記載の照明器具。
【請求項１８】
　前記１つまたは複数の照明エレメントは、発光ダイオードを備える、請求項１６に記載
の照明器具。
【請求項１９】
　前記プレートの一部分と連通し、前記プレートおよび前記光源を収容する容積をもたら
す、筐体をさらに備える、請求項１６に記載の照明器具。
【請求項２０】
　前記プレートおよび型枠は、メタルシートから構成されている、請求項１６に記載の照
明器具。
【請求項２１】
　前記プレートは、直接、前記光源の表面と接触している、請求項１６に記載の照明器具
。
【請求項２２】
　前記１つまたは複数の照明エレメントは、プリント基板回路上に取り付けられている、
請求項１６に記載の照明器具。
【請求項２３】
　前記光源の少なくとも一部分をカバーするレンズをさらに備える、請求項１６に記載の
照明器具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　[0001]本開示は、一般に、照明器具に関する。より詳細には、本開示は、照明器具にお
ける熱消散を容易にする様々な構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　[0002]照明器具を設計し、実装する場合、熱の発生は、企図すべき多くの因子のうちの
１つである。照明器具において、光源は、器具の機能にとって望ましくない場合がある熱
を作り出す可能性がある。過剰な熱は、構成部品の溶解、近接装置の機能不良、または別
の形で、望ましくない結果をもたらす可能性がある。また、過剰な熱は、照明器具内の構
成部品の効率または寿命を下げる場合もある。それに対応して、より低い動作温度は、照
明器具内の構成部品の効率性を高めることが可能である。
【０００３】
　[0003]熱は、３つのやり方：対流、伝導、および輻射で、伝達可能である。これらの３
つの熱伝達の方法は、このような熱の存在が望ましくない場合、照明器具から離れて熱を
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伝達するために利用可能である。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　[0004]１つの態様においては、本開示は、光源と、プレートと、型枠とを含むことが可
能な照明器具を提示する。光源は、１つまたは複数の照明エレメントを含むことが可能で
ある。プレートは、光源と熱的に連通することが可能であり、プレートと光源との間の熱
的な連通の箇所から外向きに延在する消散部分を有することが可能である。型枠は、光源
を少なくとも部分的に囲むことが可能である。型枠はまた、プレートまたは光源のうちの
１つと熱的に連通することが可能であり、実質的にプレート内に嵌合する占有スペースを
有することが可能である。
【０００５】
　[0005]様々な実施形態においては、照明エレメントが、プリント回路基板上に取り付け
られた発光ダイオードであることが可能である。照明器具はまた、プレートの一部分と連
通する筐体を含むことが可能である。筐体は、プレートおよび光源を収容する容積をもた
らすことが可能である。
【０００６】
　[0006]１つの実施形態においては、プレートおよび型枠は、シートメタルから構成され
ている。プレートは、直接、光源の表面と接触していることが可能である。別の実施形態
においては、照明器具は、光源の少なくとも一部分をカバーするレンズを含む。
【０００７】
　[0007]別の態様によれば、本開示は、光源と、プレートと、型枠とを有する照明器具を
提示する。光源は、１つまたは複数の照明エレメントを含むことが可能である。プレート
は、プレートの最外周を画定する消散部分を有することが可能である。型枠は、光源を少
なくとも部分的に囲むことが可能である。型枠は、プレートまたは光源のうちの少なくと
も１つと熱的に連通することが可能である。型枠はまた、実質的にプレートの最外周内に
外周を有することが可能である。消散部分は、型枠との熱的な連通の箇所から離れて延在
する。
【０００８】
　[0008]別の態様においては、照明器具は、光源と、プレートと、型枠とを含む。光源は
、１つまたは複数の照明エレメントを含むことが可能である。プレートは、プレートと光
源との間の熱的な連通の箇所から外向きに延在する消散部分を有することが可能である。
型枠は、光源を少なくとも部分的に囲むことが可能であり、また、それと熱的に連通する
ことが可能である。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】[0009]照明器具の実施形態の透視図である。
【図２】[0010]図１の照明器具の側面図である。
【図３】[0011]図１の照明器具の断面図である。
【図３Ａ】[0012]図３の一部分の拡大、詳細図である。
【図４】[0013]照明器具の別の実施形態の透視図である。
【図５】[0014]図４の照明器具の断面図である。
【図５Ａ】[0015]図５の一部分の拡大、詳細図である。
【図６】[0016]照明器具の別の実施形態の底面図である。
【図７】[0017]図６の照明器具の断面図である。
【図７Ａ】[0018]図７の一部分の拡大、詳細図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　[0019]本開示は、照明器具に使用するための熱消散システムについて説明する。本開示
の態様および実施形態は、照明器具と、それらの器具のための熱消散システムとを提供す
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る。照明エレメントと、熱伝導性材料と熱的に連通する他の熱生成源とを配置することに
よって、熱は、照明エレメントから離れて、かつ周囲構造から離れて、高い率の熱消散を
容易にする熱消散システムを含む光器具の他の範囲に伝達可能である。さらには、熱消散
用材料の表面積、位置、および配向は、迅速にかつ効率的に熱を消散する。熱消散システ
ム構成部品の戦略的な位置により、効率的な輻射ならびに対流が容易になる。
【００１１】
　[0020]ここで、図１～図３Ａを参照すると、照明器具１０の実施形態を示しており、説
明する。照明器具１０は、型枠１４と、プレート１８と、筐体２２と、光源２６と、固定
用機構３０と、レンズ３４とを含む。光源２６は、複数の照明エレメント３８を含む。光
源２６は、以下で定められるように、プレート１８と熱的に連通する。図示するように、
光源を部分的に囲む型枠１４は、プレート１８およびレンズ３４と熱的に連通する。筐体
２２は、プレート１８と熱的に連通する。固定用機構３０は、筐体２２に取り付けられ、
所望の位置で照明器具を取り付けし易くする。
【００１２】
　[0021]１つの実施形態においては、型枠１４は、ほぼ正方形の形状であり、4つの辺で
光源２６を部分的に囲んでいる。プレート１８およびレンズ３４とともに型枠１４は、配
線および取付け機構などに必要なアクセスを含むすべての辺で光源２６を囲んでいる。様
々な実施形態においては、型枠１４はまた、別の形状であってもよい。別の形状の型枠の
一例を、図４に関連して示している。適用例に応じて、型枠１４の形状の他の例は、光源
２６を部分的に囲むことを可能にする長方形、円形、または他の形状を含むが、それらに
限定されない。型枠１４は、プレート１８、光源２６のうちの少なくとも１つ、またはそ
の両方と熱的に連通する。型枠１４はまた、レンズ３４と熱的に連通する。様々な実施形
態においては、本開示の熱消散システムは、レンズ３４なしで実施可能であり、必ずしも
というわけではない。図３Ａに示す型枠１４は、外周を画定するプレート１８とのその熱
的に連通する所では、レンズの周囲を画定するレンズ３４との熱的に連通する所でよりも
、より広い。幅におけるこの偏差は、型枠１４の内向きに傾斜した部分１６をもたらす。
他の実施形態においては、型枠１４は、外向きに傾斜した部分、傾斜部がない、または他
の突出部がないプレート１８からの垂直延長部を有することが可能である。
【００１３】
　[0022]１つの実施形態においては、光源２６は、少なくとも１つの照明エレメント３８
を備える。あり得る照明エレメント３８は、白熱電球、蛍光灯、発光ダイオード（ＬＥＤ
）、有機ＬＥＤ（ＯＬＥＤ）、および他の商用または商用でない光放射用構成部品を含む
。
【００１４】
　[0023]１つの実施形態においては、ＬＥＤは、プリント回路基板（ＰＣＢ）上に製造さ
れるか、または取付けられる。ＬＥＤは、好ましくは可視スペクトルで、任意の種類、カ
ラー（すなわち、任意のカラー光、または白色光、あるいはカラーの混合、および意図さ
れる照明構成が求める白色光を放出する）、および輝度容積または輝度強度のものであっ
てよい。１つまたは複数のＰＣＢは、プレート１８と熱的に連通する。ＰＣＢ上の照明エ
レメント３８は、レンズ３４を通って発する光を放射する。１つの実施形態においては、
照明器具は、日亜のＮＳＷ６－０８３ｘおよび／またはＯｓｒａｍのＬＵＷ　Ｗ５ＡＭ　
ｘｘｘｘ　ｘｘｘｘのＬＥＤとともに使用可能である。
【００１５】
　[0024]代替の実施形態においては、本開示は、その全体を参照によって本明細書に組み
込む２００７年１０月１７日に出願の同時係属の米国特許仮出願第６０／９８０，５６２
号に記載されているように、光源２６と、複数の光エレメント３８と、複数の反射器３９
とを備える照明器具に関する。
【００１６】
　[0025]プレート１８は、ほぼ正方形の形状であってよく、筐体２２と熱的に連通する範
囲では、実質的に平坦であってよい。様々な実施形態においては、プレート１８は、型枠
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１４、または光源２６のうちの１つと熱的に連通することが可能である。プレート１８と
、型枠１４との間の熱的な連通は、別の実施形態においては、光源２６を介して生じるこ
とが可能である。プレート１８はまた、別の形状であることが可能である。例えば適用例
に応じて、プレート１８の形状は、長方形であっても、円形であって、または他の形状で
あってもよいが、それらに限定されない。さらには、プレート１８はまた、実質的に平坦
ではなくて、垂直形状であってもよい。例えば、プレート１８は、湾曲していても、ｓ形
状であっても、またはその他の形で屈曲していてもよいが、それらに限定されない。プレ
ート１８は、光源２６、レンズ３４、または型枠１４と平行な平面で最も外側の位置に、
プレート１８の周囲である最外周を有する。図示するように、プレートの最外周は、プレ
ート１８と筐体２２との間の熱的な連通の箇所の最も広い周囲である。代替の実施形態に
おいては、プレート１８は、筐体２２とのその接触箇所で、実質的に同じ大きさであるベ
ース４３を有し、型枠の外周においては、プレート１８の消散部分が、筐体２２から離れ
て突出し、型枠１４の内向きに傾斜した部分１６と実質的に平行であるように延在する。
後述するように、この平行な突出部は、より冷たい範囲に向かう熱消散面の角度付けを可
能にする。あるいは、プレートベース４３と、プレート１８の突出した消散部分４６とは
、熱的に連通する２つの分離したピースであってよい。型枠１４は、型枠１４とプレート
１８との間の熱的に連通の所に配置された外側占有スペース周囲を有する。外側占有スペ
ース周囲は、実質的に、プレート１８によって画定される最外周の中にある。あるいは、
型枠１４の外側占有スペース周囲は、様々な実施形態においては、部分的にプレート１８
の最外周の外側にあってもよいが、それに限定されない。
【００１７】
　[0026]図１～図３Ａに示す実施形態においては、筐体２２は、プレート１８および固定
用機構３０と熱的に連通する。プレート１８との熱的な連通の箇所においては、筐体２２
は、ほぼ正方形の形状である。筐体２２は、様々な代替の実施形態においては、プレート
１８との熱的な連通の箇所で種々の形状を取ることが可能である。例えば、その形状は、
長方形であっても、円形であっても、または他の形状であってもよいが、それらに限定さ
れない。
【００１８】
　[0027]固定用機構３０は、光源２６の取付けおよび位置決めをし易くする。固定用機構
３０は、電力ワイヤなど、照明器具１０の動作に必要な電気配線を収納するように構成さ
れている。例えば、固定用機構は、電源、レギュレータ、ドライバ回路などの構成部品、
もしくは光器具を動作する他の所望の構成部品／回路をカバーし、かつ／または含むため
に、筐体２２に配線を送ることが可能である。１つの実施形態においては、固定用機構３
０は、パイプである。
【００１９】
　[0028]固定用機構３０は、様々な実施形態においては、任意の形状を取っても、任意の
大きさを取っても、または任意の形態を取ってもよい。さらには、様々な実施形態におい
ては、固定用機構３０は、プラスチック、金属、またはゴムなど、種々の材料を使用して
構成可能であるが、それらに限定されない。このような実施形態においては、固定用機構
は、照明器具１０の他の構成部品との協働により、熱を消散しても、または消散しなくて
もよい。さらには、固定用機構３０は、解放可能なように筐体２２に固定可能である。あ
るいは、固定用機構３０は、筐体２２と連続する１つの単一のピースであるように連結可
能である。固定用機構３０は、軸を有することが可能であり、その軸は、図１～図３Ａに
示すように、プレート１８と垂直に通り、あるいは図４に示すように、プレート１８と平
行に通る。
【００２０】
　[0029]本開示の様々な実施形態においては、互いと連通する照明器具１０の１つまたは
複数の構成部品は、解放可能なように接続可能である。例えば、筐体と連通するプレート
１８のベースは、筐体２２から離れてプレートの突出部４６から分離するピースであるこ
とが可能である。別の例においては、型枠１４は、プレート１８と連続する１つの単一の
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ピースであるように製造可能である。同様に、プレート１８は、筐体２２と連続する１つ
の単一のピースであってよい。分離した構成部品および連結した構成部品の様々な他の組
合せもまた、企図される。
【００２１】
　[0030]図示するように、筐体２２の形状は、平坦な上面を有する（図１に示す）ほぼ正
方形底のドームである。様々な実施形態においては、筐体は、多数の形状を取ることが可
能である。例えば、筐体２２の形状は、円形ドームであっても、円錐形であっても、立方
体であっても、または他の形状であってもよいが、それらに限定されない。
【００２２】
　[0031]図３および３Ａに示すように、型枠１４とプレート１８との間の熱的な連通は、
型枠１４およびプレート１８を接触部４０に取り付けることによりもたらされる直接接触
によって生じる。この直接接触部４０は、プレート１８と筐体２２との間の熱的な連通を
容易にする。筐体２２と固定用機構３０との間の熱的な連通もまた、直接接触部４１によ
って生じる。様々な実施形態においては、熱的な連通は、他の形態を取ることが可能であ
る。例えば、任意の対の構成部品間の熱的な連通は、ゴムガスケットであっても、接着剤
であっても、ポリウレタンであっても、または照明器具１０の様々な構成部品間の他の材
料であってもよいが、それらの含有物に限定されない。例えば、ガスケットは、Ｓｉｋａ
　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎによって製造されるＳｉｋａＴａｃｋ－Ｕｌｔｒａｆａｓｔの
ポリウレタンガスケットであってよいが、それに限定されない。構成部品のそれぞれの材
料は、同じ熱伝達特徴を有することが可能である。あるいは、様々な熱的な伝達特性を有
する種々の材料が使用可能であり、したがって、多かれ少なかれ熱を伝達することが可能
である。
【００２３】
　[0032]また、様々な実施形態においては、様々な構成部品の表面積を増大させて、熱的
な伝達特性をもたらすことが可能である。例えば、筐体２２は、くぼみがあってよい。ま
た、「フィン」（図示せず）も、構成部品のうちの１つまたは複数に追加可能である。フ
ィンは、それぞれの構成部品から様々な方向に延在する突出体であってよい。
【００２４】
　[0033]照明器具１０の動作中の熱的な伝達について、次に論じる。光源２６は、熱を発
生させる。この熱は、光源２６からプレート１８に伝達される。この伝達は、プレート１
８と光源２６との間の熱的な連通モードに応じて、伝導、対流、または輻射によって生じ
ることが可能である。１つの実施形態においては、この熱は、ＬＥＤなど、光エレメント
３８、それに対応して、ＰＣＢ、ドライバ、パワーレギュレータ、および光器具の構成部
品によって発生するが、それらに限定されない。このような実施形態においては、ＬＥＤ
からの熱は、ＰＣＢ、またはＬＥＤがその上に取り付けられる他の要素を介して、プレー
ト１８に伝達される。熱は、プレート１８を通じていくつかの箇所に伝わる。熱は、一次
的には直接接触部４０における伝導によって型枠に運ばれる。熱はまた、プレート１８を
通じてプレート１８の消散部分４６に伝わる。図３および３Ａに示すように、この消散部
分４６は、実質的に、型枠１４の内向き傾斜部１６と平行である。あるいは、消散部分４
６は、図７および７Ａに示すように、実質的に、レンズ３４によって画定される平面と平
行であってよい。１つの実施形態においては、プレートの消散部分４６と、プレート１８
とは、分離している、連続していないピースであってよい。熱はまた、接触部４０におけ
る伝導によって、プレート１８を通じて筐体２２に運ばれる。しかし、他の実施形態にお
いては、熱は、対流または輻射によって筐体に伝達される。つまり、熱は、接触部４１の
箇所で、筐体２２を通じて固定用機構３０に運ばれる。様々な実施形態においては、熱的
な連通のより多くの箇所が、熱消散を高めるために追加可能である。例えば、ある実施形
態は、プレートと熱的に連通する別の消散部分を有することが可能であるが、それらを有
することに限定されない。この熱は、照明器具１０の熱消散システムの他のパーツに運ば
れると、対流および／または輻射により、照明器具１０の周囲の環境に伝達される。
【００２５】
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　[0034]本開示は、熱輻射の方向を制御するために、消散部分４６の角度を変えることを
企図する。図３および３ａに示すように、消散部分４６は、実質的に、型枠１４の内向き
傾斜部１６と平行であってよい。この構成においては、消散部分４６の外面は、下向きに
、かつ光源から離れて熱を輻射する。熱い空気は上昇し、それに対応して、より冷たい空
気は、推定上、下向きに照らす場合のライトより下にあるという理由から、消散部分の外
面を下向きの角度で配置することは、その外面が、冷たい周辺と接触していること、およ
びより冷たい位置に向いて輻射を方向付けていることを確実にする。より大きい輻射は、
より大きい温度差動により生じるという理由から、この差動を最大にする形で、消散部分
４６の外面を配置することが望ましい。代替の実施形態においては、消散部分４６は、当
業者によって企図されるように、特定の周辺の利点を活かすように、およびこの温度差動
を最大にするように、可変角度で配置可能である。
【００２６】
　[0035]次に、図４を参照すると、照明器具１０’の別の実施形態を示しており、説明す
る。この実施形態においては、照明器具１０’は、型枠１４’と、プレート１８’と、筐
体２２’と、光源２６’と、固定用機構３０’と、レンズ３４’と、光エレメント３８’
とを含む。型枠１４’およびプレート１８’は、長方形の形態である、様々な実施形態に
おいては、型枠１４’およびプレート１８’は、上述したように、任意の形状を取ること
が可能である。固定用機構３０’は、プレート１８’と平行な軸を有する。上述したよう
に、様々な構成部品の材料および構成は可変であってよく、したがって、すべてのあり得
る組合せは、繰り返されない。
【００２７】
　[0036]次に、図５を参照すると、図４の照明器具１０’の断面図を示しており、説明す
る。照明器具１０’は、型枠１４’と、プレート１８’と、光源２６’と、光エレメント
３８’と、筐体２２’と、ＰＣＢ４２’と、レンズ３４’と、オフセットギャップ５０と
を含む。図示するように、この実施形態は、プレート１８ではなくて、型枠１４によって
形成されるオフセットギャップ５０を含むことで、図１の照明器具１０とは異なる。この
オフセットギャップ５０は、様々な実施形態においては、ガスケット、接着剤、ポリウレ
タン、または他の材料が、様々な構成部品間の熱的な連通を形成するように協働すること
を可能にする。このオフセットギャップ５０および接触箇所４０’により、図示の実施形
態は、例えば、湿気侵入に対して封止するとともに、また、型枠１４’とプレート１８’
との間の直接接触部４０’も維持するガスケットまたは他の封止剤の使用を可能にするが
、それらに限定されない。
【００２８】
　[0037]次に、図６を参照すると、照明器具１０”の別の実施形態を示しており、説明す
る。照明器具１０”は、型枠１４”と、プレート１８”と、複数の光エレメント３８”を
含む光源２６”と、レンズ３４”とを含む。型枠１４”は、光源２６”およびプレート１
８”と熱的に連通する。プレート１８”は、型枠１４”を介して光源２６”と熱的に連通
する。
【００２９】
　[0038]次に、図７を参照すると、図６の照明器具１０”の断面図を示しており、説明す
る。型枠１４”は、プレート１８”および筐体２２”と熱的に連通する。型枠１４”は、
プレート１８”との接触箇所６０を有する。熱的な連通は、プレート１８”上に、型枠１
４”の引力によって達成されるが、ほんの一例として、ねじ、ラッチ、留め具、接着剤、
ばね、クリップ、または他の機構などの他の形で増強可能である。この実施形態において
は、型枠１４”の内向き傾斜部１６”は、プレート１８”の傾斜した部分と接触箇所を共
有する。このような構成においては、熱は、伝導により、光源２６”から型枠１４”に伝
達可能である。熱はまた、伝導により、型枠１４”から筐体２２”およびプレート１８”
に伝達可能である。対流および輻射を使用して、熱は、型枠１４”、筐体２２”、および
プレート１８”の消散用部分４６”を通じて、かつ光源２６”’と熱的に連通する他の材
料を通じて、照明器具１０”を囲む環境に伝達可能である。輻射はまた、プレート１８”
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【００３０】
　[0039]様々な実施形態を示しており、上述しているが、他の様々な修正形態もまた行わ
れ得ることを認識すべきである。例えば、照明器具の熱的伝導性要素を構成するために使
用される材料は、シートメタルから構成可能である。他の実施形態においては、金、銀、
アルミニウム、ステンレススチールまたは他の材料などの他の材料が使用可能である。例
えば、ＡＳＴＭ：Ａｌｕｍｉｎｕｍ　３００３　Ｈ１４が使用可能である。もちろん、１
つまたは複数の材料の様々な組合せもまた、使用可能である。また、ほとんどの構成部品
を比較的なめらかであるように示しているが、それらの熱的伝達特性を高めるか、または
抑えるために、テクスチャであっても、起伏があっても、波状であっても、塗装されてい
ても、あるいは別の形で平坦でなくても、または別の形で修正されてもよいことを認識す
べきである。また、本開示の様々な実施形態においては、プレート１８、１８’、１８”
、またはプレートの消散部分４６、４６’、４６”は、その通常の動作においては、ライ
トを普通に見る者からは少なくとも部分的に見える。１つの実施形態においては、視点が
、レンズ３４、型枠１４、またはプレート１８によって作り出される平面に対して垂直で
ある者は、プレート１８、１８’、１８”の少なくとも一部分、またはプレートの消散部
分４６、４６’、４６”をよく見える位置で見ることができる。
【００３１】
　[0040]本開示は、好ましい実施形態の詳細を参照しているが、修正形態が、本開示の趣
旨、および添付の特許請求の範囲の中で、当業者にはすぐに思いつくであろうことを企図
されるように、本開示が、限定する意味ではなく、例示の意味で意図されることを認識す
べきである。

【図１】

【図２】

【図３】
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